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本稿の目的は, 教育長と して求められる知識と行動について, 2 回にわたる教育長を対象とする調査データをもとに経
年比較分析によって明らかにすることである。
新教育委員会制度前と後における2 度の調査の比較において, 以下の諸点において, 変化 ・ 転換が見られた。
①職務タイプの割合比較において, 「変革 ・ 調整」 型が增加し, 「維持 ・ 調整」 型が減少しており, 「維持 ・ 調整」 型の
教育長から 「変革 ・ 調整」 型の教育長への転換が進んでいる。
②教育長として成し得た成果について, 「教員の人事異動」 「独自の教材作成」 「地域住民の生涯学習に関する新事業」





④教育長と して求められる行動について, 自らの役割をより推し進めるために, 相手を思いやるコミ ュニケーショ ンと
いう行動をベースとしながら, 多面的な情報収集 ・ 分析を行い, 自らが前面に立つという よりは適切な判断をするという
意識の変化が推察される。
本調査結果より, 現在の教育長やその候補者に対する教職大学院での教育 ・ 養成カリキュラムおよび授業方法等の再開
発を進める必要性が示唆された。 
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I 問題の背景と目的




新 「教育長」 を置く こととしたことや, 教育長を首長が
任免することにより, 任命責任を明確化したこと, さら
に, 首長の主宰する総合教育会議が設置され, 首長の責




なった。 教育長の責任と権限の拡大は, 当然, 従来の教
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あった。 本稿執筆時点(2018年10月) において, コース
開設から3 年が経過し, 3 期生の入学をみているところ
である。













る先行研究としては, 佐々木 (2006) , 河野 (2007, 
2017) が代表的である。
佐々木幸寿の 『市町村教育長の専門性に関する研究』




教育長として必要とされる3 つのコア ・ スキル(経営的
スキル, 対人的スキル, 実務的スキル) のう ち, 特に経
営的スキルと対人的スキルの発達にと っては, 「管理職




のこ とである。 さらに, 31のサブ ・ スキルをもとに, 教
育長の個々のスキルの必要性の認識を分析した結果, 教
育長は市町村規模にかかわらず, ト ップマネジメ ント と




研究』 (2007) は, 市町村教育長のリーダーシップに関
するイ ンタビュー調査並びに質問紙調査の分析を通して, 
教育長の職務遂行能力として, 教育指導能力, 管理能力, 
160 




ては 「行政能力」 と 「教育指導能力」 の2つの能力がほ
ぼ 「同等に」 求められている。 さらに教育長が勤務する
教育委員会の教育行政を取り巻く環境, すなわち勤務環
境 (状況) にも依存することを指摘している。 したがっ
て, 教育長のリクルートに関しては, 教職出身者と行政
職出身者のどちらが教育長に適しているとは一概にいえ
ないという。 地域の教育について 「明確な教育ビジョ ン
をもつこと」 は教育長が職務を遂行する上で極めて重要




究』 (2017) では, 市町村教育長のリーダーシップ行動
がどのよう な因子で構成され, それが教育委員会の組織




局) ・ 議会への対応」, 「学校・ 校長への専門的指導助言」, 
「事務局職員等の人材育成」 の6 つの因子を析出してい
る。 これらは, 教育長のリーダーシップは, ① 「教育」
(「学校・ 校長への専門的指導助言」) , ② 「管理」(「事務
局職員への配慮」 ・ 「事務局職員等の人材育成」) , ③
「政治」(「地域住民のへの対応」, 「首長(部局) ・ 議会へ
の対応」) の 3 つの方向に向けて発揮され, それらを束
ねるのが 「ビジョ ンの設定」(「教育ビジョ ンの明確化」) 
という従来からの河野の指摘を裏付けるものとなった。 
なお, 教職出身の教育長は, 行政職出身よりも, 「学校・ 
校長への専門的指導助言」 により積極的である一方, 
「事務局職員への配慮」 や 「首長(部局) ・ 議会への対応」
に関してはより消極的であることも明らかにしている。 
また, 教育委員会の組織特性に関する因子分析の結果, 
「変革性(応答性)」, 「職員の使命感・ モラール」, 「教育
ビジョ ンの共有」, 「主体性 (自律性)」 に関する4 つの
因子を析出している。
なお, 日渡他 (2013) では, これらの先行研究を踏ま
え, 教育長が職務を展開する上で必要な < 行動> には
「対課題行動」 と 「対人行動」 の2 つの側面があるとし, 
「教育長の行動」 に関するイ ンタ ビュー調査を実施して
いる。 対課題行動に関しては, 教育長個人や教育委員会





は, 特定の目標を達成しよう と行動する上で, 事務局や
学校に対し, ビジョンを示し, 教育長が主体となって行
動する教育長 (統率タイプ) と, 事務局や学校を主体と
して, 協力的協調的に行動する教育長 (調整タイプ) と, 
行動の性格に差異が見られた。 教育長の行動を対課題行
動の軸と対人行動の軸で捉え, 各象限の タイプを< 変
革 ・ 統率> のタイプ, <変革 ・ 調整> のタイプ, <維持 ・ 















両調査とも, 「教育長に求められる資質(能力 ・ 知識) 
を明らかにすること」 を目的として実施した。 
2 . 調査方法
( 1 ) 調査の対象




( 2 ) 調査実施方法
両調査とも, 教育長宛てに質問紙を郵送し, 回答およ
び返送してもらった。
( 3 ) 調査時期
2017年度調査は, 2017年9月28 日~ 10月31 日であった。
2012年度調査は, 2012年11月12日~ 12月7 日であった。 
3 . 回収結果
2017年度調査は, 調査票の回収者数と回収率は, 875 
名 (50.31%) であった。
2012年度調査は, 都道府県と市区町村を合わせ, 888 















注) )l2(1) = 1.00, V= .02, p = .316 
年齢について (表2 ) , 「60~ 64歳」 が47.81% と最も
高く, 「65~ 69歳」 が32.83% と続く。2012年度調査と比
較すると, 「55~ 59歳」 の比率が増加している。
教育長としての在職年月について(表 3 ) , 「4 年以上
8 年未満」 が32.87% と最も高く, 「2 年以上 4 年未満」
が26.39% と続く。2012年度調査と比較すると, 「2 年以
上 4 年未満」 の比率が減少し, 「12年以上」 の比率が増
加している。
回答者の自治体の規模について (表4 ) , 「1 万人未満」
が28.26% と最も高く, 「3 万人未満 1 万人以上」 が25.49 
% と続く。2012年度調査と比較しても, 比率に差は認め
られない。
回答者の最も直近の職務関係について (表 5 ) , 「学校































注) )l2(5) = 13.41, V= .09, p = .020 △多い、 ▼ 少ない ( ずれもp<.01) , 
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表 3 調査年度別にみた教育長と しての在職年月の分布
2年以上 4 年以上 8 年以上






























































































注 1) x 2(8) - 4.55, V- .05, p - 804


























2012年度調査では, 教育長の2 つの行動 (「対課題行
動」 と 「対人行動」) に着目した分類を行った。「対課題
行動」 に関しては, 「教育長の知を基盤として, 新しい
施策に取り組もう と行動する教育長」 (「変革タイプ」) 
と 「これまでの施策を継承し, 従来の方法を応用しなが
ら着実に取り組もうと行動する教育長」(「維持タイプ」) 
と, 行動の性格に差異が見られた。 < 変革> と く 維持> 
を両極として, 対課題行動にも幅があることが発見でき
た。 一方の 「対人行動」 に関して, 「施策等を遂行する
上で, 教育長が主体となって行動する教育長」 (「統率タ
イ プ」) と 「施策を遂行する上で, 他者の意見を調整し
ながら行動する教育長」(「調整タイプ」) と, 行動の性




と 「変革・ 統率」, 「変革・ 調整」, 「維持・ 調整」, 「維持・ 
統率」 の4 つの職務タイプに分類することができる (分
類手続きの詳細は, 日渡他 (2013) を参照)。
・ [変革 ・ 統率] タイ プ (a タイ プ) : 新たなビジョ ン
を明示し, 教育長自らが主導する。
・ [変革 ・ 調整] タイ プ (b タイ プ) : 新たなビジョ ン
を明示し, 組織内外の調整を図る。
・ [維持 ・ 調整] タイ プ (c タイ プ) : これまでの施策
を重視し, 組織内外の調整を図る。
・ [維持 ・ 統率] タイプ (d タイプ) : これまでの施策
を重視し, 教育長自らが主導する。
2012年度における教育長の行動タイプでは, 最も多かっ
たタイ プは 「維持 ・ 調整」 型であり, 44.12% と全体の
約半数を占めていた。 次いで, 「変革 ・ 統率」 型の24.66 
%, 「変革・ 調整」 型の21.95%, 「維持・ 統率」 型の9.28 
















次いで, 2012年度調査と同様の手続きにしたがって, 設定した10項目について, 「教育長として, ご自身の行
2017年度調査における教育長の職務タイプを分類したと 動で成し得た成果についてお尋ねします。」 と問い, 「全
ころ, 最も多かったタイプは 「維持 ・ 調整」 型であり, く取り組んでいない」 「取り組んだが, 成果が出なかつ
38.76% と全体の約4 割である。 次いで, 「変革 ・ 調整」 た」 「取組途中で, 成果は未定」 「取り組んでおり, 成果
型の29.61%, 「変革 ・ 統率」 型の22.35%, 「維持 ・ 統率」 が出る見込みがある」 「取り組んで, 実際の成果を出し
型の9.27%であった (図 2 )。 た」 の中から1 つを選択してもらった。 結果は以下の通
2012年度調査と2017年度調査の職務タイプの割合を比 りである。
較したとき, 「変革・ 調整」 型は統計的に有意に増加し, 「独自の教員加配を行った」(表 7 ) について, 「全く
「維持 ・ 調整」 型は有意に減少していることがわかった 取り組んでいない」 が46.77% と最も高く, 「取り組んで, 
(表6 )。 つまり, 「維持 ・ 調整」 型の教育長から 「変革・ 実際の成果を出した」 が23.68% と続く。2012年度調査
調整」 型の教育長への転換が進んでいることがうかがえ と比較しても, 比率に差は認められない。
る。 「教員の人事異動を工夫した」(表 8 ) について, 「取
り組んでおり, 成果が出る込みがある」 が30.05% と最
3 . 成し得た成果の経年変化 も高く, 「取り組んで, 実際の成果を出した」 が28.13%
次に, 教育長として成し得た成果の経年比較を行う。 と続く。2012年度調査と比較すると, 「全く取り組んで
表 6 調査年度別にみた教育長の職務タイプの分布
変革・ 統率 変革 ・ 調整 維持 ・ 調整 維持 ・ 統率



















注) △多い, ▼ 少ない (いずれもi く.01) , x 2(3) = 13.80, V= .09, p = .003 
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表 7 調査年度別にみた 「独自の教員加配を行った」 に対する回答の分布


























注) )l2(4) = 6.19, V= .06, p = .185
表 8 調査年度別にみた 「教員の人事異動を工夫した」 に対する回答の分布


























注) x2(4) = 9.47, V= .08, p = .050 △多い、 ▼ 少ない(いずれもp<.01) ,
表 9 調査年度別にみた 「市(区) 町村費で教職員を採用した」 に対する回答の分布


























注) x2(4) = 3.11, V= .04 p = .539
表10 調査年度別にみた 「都道府県の基準と異なる学級編制を実施した」 に対する回答の分布


























注) )l2(4) = 2.77, V= .04,p = .597
いない」 の比率が増加している。
「市 (区) 町村費で教職員を採用した」(表 9 ) につ
いて, 「全く取り組んでいない」 が43.17% と最も高く, 
「取り組んで, 実際の成果を出した」 が30.58% と続く。 
2012年度調査と比較しても, 比率に差は認められない。
「都道府県の基準と異なる学級編制を実施した」 (表
10) について, 「全く取り組んでいない」 が69.53% と最





り組んでいない」 が44.23% と最も高く, 「取り組んでお




12) について, 「全く取り組んでいない」 が30.75% と最
も高く, 「取組途中で成果は未定」 が27.97% と続く。 
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表11 調査年度別にみた 「独自の教材を作成した」 に対する回答の分布


























注) x2(4) = 10.22, V= .08, p = .037 △多い、 ▼ 少ない(いずれもpく.01) ,
表12 調査年度別にみた 「地域住民の生渥学習に関する新事業を興した」 に対する回答の分布


























注) x2(4) = 19.15, V= .11, p = .001 △多い、 ▼ 少ない(いずれもp<.01) ,
表13 調査年度別にみた 「地域住民のスポーツ振興に関する新事業を興した」 に対する回答の分布


























注) x2(4) = 25.96, y = .13, p = .000 △多い、 ▼ 少ない(いずれもp<.01) ,
表14 調査年度別にみた 「地域の文化財に関する新事業を興した」 に対する回答の分布































(表13) について, 「全く取り組んでいない」 が37.33% 
と最も高く, 「取組途中で成果は未定」 が26.56% と続く。 
2012年度調査と比較すると, 「取組途中で, 成果は未定」
および 「取り組んで, 実際の成果を出した」 の比率が減
少し, 「全く取り組んでいない」 の比率が増加している。 
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「地域の文化財に関する新事業を興した」 (表14) に
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表15 調査年度別にみた 「学校運営協議会を推進した」 に対する回答の分布




2012 年度 - - -
353 20 2002017 年度 (42.12%) (2.39%) (23.87%) 
153 l l2
(18.26%) (13.37%) 
表16 調査年度別にみた 「小中一 買教育を推進した」 に対する回答の分布




2012 年度 - - -
368 18 1802017 年度 (44.02%) (2.15%) (21.53%) 
144 126
(17.22%) (15.07%) 
取り組んでいない」 が44.02% と最も高く, 「取組途中で
成果は未定」 が21.53% と続く。2012年度調査では質問
項目として設定されていない。
概して, 2012年度調査との比較という観点からは, 8 
項目中 4 項目で 「全く取り組んでいない」 の比率が増加
した (i.e., 「教員の人事異動を工夫した」 「独自の教材
を作成した」 「地域住民の生涯学習に関する新事業を興
した」 「地域住民のスポーツ振興に関する新事業を興し




また, 10項目の比較という観点からは, 「取り組んで, 
実際の成果を出した」 の比率の上位3項目は, 「市 (区) 
町村費で教職員を採用した (30.58%) 」 「教員の人事異
動を工夫した (28.13%) 」 「独自の教員加配を行った
(23.68%)」 であり, 下位 3 項目は, 「地域住民のスポー
ツ振興に関する新事業を興した(11.38%)」 「地域の文
化財に関する新事業を興した (12.64% ) 」 「学校運営協
議会を推進した (13.37%)」 である。 教職員人事につい
ては, 成し得た成果として認識している教育長が多い一 







に0 をお付けく ださい」 と教示文を呈示した上で, 32種
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類の知識を列挙し, それぞれについて, 5 (必要性が高
い) , 4 (やや必要性が高い) , 3 (どちらともいえない) , 
2 (やや必要性が低い) , 1 (必要性が低い) の 5段階評
定で尋ねた。
以降では, まず知識に関する項目について因子分析を






( 1 ) 教育長と して求められる知識の因子分析結果
32種類の知識項目について, 2012年度調査および2017 
年度調査の全データを対象とした因子分析(Promax回
転) を行った。 具体的には, 因子数はスクリープロ ツト
および固有値が1 以上であること, 解釈可能性から決定
し, 各項日の因子負荷量が 1 つの因子に1.401以上であり, 
かつ他の因子への因子負荷量が1.401未満であることを基
準に繰り返し分析を行った。 その結果, 最終的に5 因子
21項目が抽出された (表17参照)。
第 1 因子は, 通学区域の設定・ 変更や就学援助等の教
育制度に関する4 項目で構成されていることから, 「教
育制度に関する知識」 と命名した。 第2 因子は, 教科指
導や生徒指導等の学校教育に関する6 項目で構成されて
いることから, 「学校教育に関する知識」 と命名した。 
第 3 因子は, 国の教育政策や教育法規等の教育行政に関
する3 項目で構成されていることから, 「教育行政に関
する知識」 と命名した。 第4 因子は, スポーツ振興や家
庭教育等の家庭教育や社会教育に関する4 項目で構成さ
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表17 知識に関する質問項目についての因子分析結果 (最尤法 ・ Promax回転) 
項目 Fl F2 F3 F4 F5 共通性
F l : 「教育制度に関する知識」 (4 項目, a=.84)




.76 -.07 -.13 .13 .08 .59 
.70 .17 .10 -.09 -.09 .61 
.55 .10 .25 -.07 -.05 .55 







-.00 .88 -.07 -.09 .01 .64
.01 .88 -.16 -.00 .03 .65 


















































-.11 .01 .75 .01 .04 .52
.03 -.03 .68 .01 .02 .49 
.22 -.15 .52 -.01 .09 .44 













































































































































































































































































れていることから, 「家庭教育 ・ 社会教育に関する知識」




各下位尺度の信頼性係数 (Cronbach の a係数) を求




( 2 ) 教育長と して求められる知識の経年変化
抽出された各因子の尺度得点について, 因子 ( 5 水準) 
と調査年度 (2012年度と2017年度の2 水準) を要因とす
る2 要因混合計画の分散分析を行った。 結果, 因子の主
効果が検出され, 因子によって必要性認知の高さは異なっ
ていた (F(4, 6796) = 325.86, p<.001, riG = .07)。多重
比較の結果, すべての下位尺度得点間で差が認められ
(いずれも, p<.001) , 「第3 因子 : 教育行政に関する知
識」, 「第2 因子 : 学校教育に関する知識」, 「第4 因子 : 
家庭教育 ・ 社会教育に関する知識」, 「第1 因子 : 教育制
日 渡 円 澤 山 郁 夫 諏 訪 英 広 押 田 貴 久 毎 野 正 樹
表18 調査年度別にみた知識に関する質問項目の各下位尺度得点の平均値
全体 2012 年度 2017 年度 t d 
n=855 n=846 ( [95%CI] 
_ 、 M 3.81 3.82 3.80 .78 .11教育制度に関する知識
SZ) .68 .67 .69 (8495) [-.01, .24] 
、 . _ 、 M 4.05 4.08 4.03 1.76 † .19子校教育に関する知識
SD .62 .58 .65 (8495) [.10, .29] 
.; , . _ ァ 、 M 4.19 4.21 4.17 1.24 .14教目丁政に関する知識
SD .61 .59 .63 (8495) [.04, .23] 
家庭教育・社会教育に関する知識 s
3 3 3 ; 726. . . ( 5) [.1 , .36] 
_ .;: , 、_ ァ _ 、 M 3.68 3.69 3.68 .27 .03教目委貝 の連呂に関する知識
SD .66 .67 .65 (8495) [-.07, .12] 
注) * p< 05, † pく10
度に関する知識」, 「第5 因子 : 教育委員会の運営に関す
る知識」 の順で必要性が高く認知されていた。 また, 調
査年度要因の主効果が有意傾向であり (F(1, 1669) 
= 2.79, p<.10, riG = .00) , 2017年度は2012年度よりも平
均的に各知識の必要性は低く認知される傾向であった。 
なお, 因子と調査年度の交互作用は認められなかった
(F(4, 6796) = 1.42, n.s., tlG = .00)。 したがって, いず
れの知識の必要性認知も全体平均的に低下していると解
釈される。 参考までに, と く にどの因子において必要性
認知の低下が顕著であるのか検討を加えるために, 調査
年度別にみた各下位尺度得点の平均値を表18に示す。
結果, とく に 「家庭教育 ・ 社会教育に関する知識」 お
よび 「学校教育に関する知識」 において, 必要性認知の
低下が顕著であった (順に, t(8495) = 2.43, p<.05, d 
= .26, 95%CI [.17, .36] ; t(8495) = 1.76, p<.10, d= .19, 
95%c l [.10, .29] )。 有意傾向であり, その効果量は弱
い値であることからその解釈には留意する必要があるも
のの, 各知識の必要性認知が低下傾向である理由として








の程度 , 重視されるかについて, 各選択肢から最もあて
はまる番号に0 をお付けく ださい」 と教示文を呈示した
上で, 65種類の行動を列挙し, それぞれについて, 5 
(重視度が高い) , 4 (やや重視度が高い) , 3 (どちら
ともいえない) , 2 (やや重視度が低い) , 1 (重視度が








第 1 因子は, 共感や相手の意見や考えの理解等の対人
関係に関する11項目で構成されていることから, 「対人
理解・ 対人影響」 と命名した。 第2 因子は, 情報収集や
問題の予測等の情報収集・ 分析に関する6 項目で構成さ
れていることから, 「情報収集 ・ 分析」 と命名した。 第
3 因子は, 関係者の意識をひとつにまとめることや判断
を下す等の意思決定に関する10項目で構成されているこ
とから, 「意思決定」 と命名した。 第4 因子は, 組織を
引っ張る等のリーダーシップ行動に関する4 項目で構成
されていることから, 「率先垂範」 と命名した。 各下位
尺度の信頼性係数 (Cronbachのα係数) を求めたとこ





項目と同様に, 因子 ( 4水準) と調査年度 (2012年度と
2017年度の2 水準) を要因とする2 要因混合計画の分散
分析を行った。 結果, 因子の主効果が検出され, 因子に
よって重視度は異なっていた(F(3, 5034) = 325.86, p 
<.001, riG= .09)。多重比較の結果, 第 1 因子と第4 因子
の組合せ以外のすべての組合せ間で差が認められ ( いず
れも, p<.001) , 「第3 因子 : 意思決定」, 「第1 因子 : 対
人理解・ 対人影響」, 「第4 因子 : 率先垂範」, 「第2 因子 : 
情報収集 ・ 分析」 の順で重視度が高かった。 また, 調査
年度要因の主効果は認められなかったが (F(1, 1678) 
= .09, n.s., riG= .00) , 調査年度要因と因子の交互作用効
果が検出され, 因子によって経年変化の仕方は異なって
いた (F(3, 5034) = 5.31, p<.01., riG= .00)。 その効果量
はごく弱い値であることからその解釈には留意する必要
教育長として求められる知識と行動に関する調査研究
表19 行動に関する質問項目についての因子分析結果 (最尤法 ・ Promax回転) 
項目 Fl F2 F3 F4 共通性
































































































































































































































































F2 : 「情報収集・ 分析」 (5 項目, a=.79)





将来の環境変化や起こ り う る問題を予測する
-.09 .63 .13 .07 .50 
.07 .60 .08 -.0  .48 
.16 .51 .07 -.02 .42 
.32 .50 -.16 .03 .46 
-.02 .47 .31 -.05 .44 





多く の情報を整理・ 続合し、 問題の全体像を把握する


































































































































































































































F4 : 「率先垂範」 (4 項目, α=.78)
先頭に立って組織を引つ張つていく
自ら手本を示しながら、 具体的に指導する
-.16 .04 .09 .81 .66
.15 .06 -.10 .67 .56 
自ら率先して職務に取り組むことを通じて、 組織内の意識を高める .12 -.08 .06 .61 .45 





















があるものの, 参考までに, 調査年度別にみた各下位尺 結果, 「情報収集 ・ 分析」 の重視度は高く なっている
度得点の平均値を表20に示す。 傾向である一方で, 「率先垂範」 の重視度は低く なって
169 
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表20 調査年度別にみた行動に関する質問項目の各下位尺度得点の平均値
全体 2012 年度 2017 年度 t d 
n=844 n=836 ( [95%CI] 
対人理解・ 対人影響
M
3.78 3.79 3.77 .87 .11
.52 .50 .54 (6712) [-.01, .24] 
情報収集・ 分析
M
3.68 3.66 3.70 -1.71 † -.17
.59 .59 .59 (6712) [-.26, -.07] 
M 4.15 4.15 4.15 -.01 -.01意思決定
SZ) .47 .47 .48 (6712) [-.11, .09] 
率先垂範
M
3.78 3.81 3.76 1.92 † .19
.62 .62 .61 (6712) [.09, .28] 
注) † p<.10 
いる傾向であった (順に, t(6712) = -1.71, p<.10, d= - 
.17, 95%CI [-.26, -.07] ; t(6712) = 1.92, p<.10, d= .19, 
95%CI [.09, .28])。
「第3 因子 : 意思決定」 の重視度が高いことから, 教
育長としての自らの最も重要な役割を最終決定者と位置
付けていることを伺うことができる。 教育行政のト ップ
と して最終判断を下すのであるが, 自らのビジョ ンや意
志を関係者に伝え, 構成員の意識をまとめ, 具体的な実
行計画に落とし込むことまでの一貫した流れを意識して
いる。 経年で見ても変化がなく, ト ップリーダーとして
の意識を感じることができる。















「第1 因子 : 対人理解 : 対人影響」 について重視され
ている。 相手の気持ちをく み取り, 相手の立場になるな









因子としては, 第 1 因子・ 第4 因子に見られる対人面, 







第一に, 職務タイ プの割合比較において, 「変革 ・ 調
整」 型は統計的に有意に増加し, 「維持 ・ 調整」 型は有
意に減少しており, 「維持 ・ 調整」 型の教育長から 「変
革 ・ 調整」 型の教育長への転換が進んでいることがうか
がえた。
第二に, 教育長と して成し得た成果について, 教職員




第三に, 「教育長と して求められる知識」 に関する因
子分析の結果, 「教育制度に関する知識」 「学校教育に関








第四に, 「行動」 に関する因子分析の結果, 「対人理解・ 
対人影響」 「情報収集・ 分析」 「意思決定」 「率先垂範」
という4 つの因子が抽出された。 各因子の下位尺度得点
の差を比較した結果, 自らの役割をより推し進めるため
に, 相手を思いやるコミ ュニケーションという行動をべ一 
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らか見られたものの, 全体と して, 仮説を強く支持する
結果ではなかったと言える。 この理由は, 推論の域を出
ないが, 新しい教育委員会, 特に, 新しい教育長に求め
られる役割 ・ 知識 ・ 行動が十分に理解 ・ 浸透していない
ことが考えられる。2012年度調査との比較と回答者に対
















執筆分担は, I : 日渡, II ・ 「V- 2 : 押田, m ・ 「V- 
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ト調査>」 としてまとめた内容に一部加筆 ・ 修正を加え
たものである。 
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